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◆現状・課題

 ケアラーとは、一般的に「こころや身体に不調のある人の介護、看護、療育、世話、気づか 

いなど、ケアの必要な家族や近親者、友人、知人などを無償でケアする人」とされている。 

　ケアラーは、18歳未満のヤングケアラー、18歳以上の若者、育児と介護などのダブルケア

を担っている人、老々介護をしている人など、全世代にわたって存在している。

　ケアラー・ヤングケアラーに必要な支援は、年齢や属性により、福祉分野のほか、教育や

労働など多様な分野にわたっており、困難を抱える全世代のケアラーを切れ目なく支援して

いくことが重要である。しかし、ケアラー・ヤングケアラーは、自発的に声を上げにくく、

各種支援制度のはざまに陥りがちであり、今般のコロナ禍により支援の必要性は高まってい

るにも関わらず、必要な支援が受けられない状況も懸念される。 

　ヤングケアラーについて、国は、実態に関する調査を行い、中高生の約20人に1人がヤング

ケラーと思われ、宿題をする時間や勉強する時間が取れないなど、子どもの生活や進路等に

影響があるなどの結果を踏まえ、ヤングケアラーの支援に向けた福祉・介護・医療・教育の

連携プロジェクトチームを立ち上げ、また、令和３年６月に閣議決定された「経済財政運営

と改革の基本方針2021」（骨太の方針）にも、ヤングケアラーへの支援が初めて明記されたと

ころである。 

　県では、ケアラー支援庁内連絡会議を設置し、福祉や教育などの関係部署が、課題を共有 

し、連携して当事者が声を上げやすい環境づくり等に取り組んでいる。令和４年度から新た 

に、ケアラー・ヤングケアラーが相談しやすいよう、気軽に悩みを相談でき、ＳＯＳを発信

できる、ＳＮＳや電話での専用相談窓口を設置するとともに、福祉や教育などの関係機関を

コーディネートし、適切な支援につなげられるようケアラー支援専門員を配置するなど、早

期発見・早期対応の取組を強化している。さらに、ＮＰＯや民間企業と連携した共助の取組

により、ケアラー・ヤングケアラーを支援していくこととしている。 

　また、国では、ヤングケアラーへの支援について、令和４年度から３年間を「集中取

組期間」とし、地方自治体による先進的な取組などを支援するとした。しかし、「ヤン

グケアラー支援体制構築モデル事業」では、令和４年度予算概算要求の段階では国10／

10補助のところ、最終的には２／３になったことで、実施を検討していた事業が実施で

きないなど、補助率低下の影響は大きいことから、財政的支援を拡充する必要がある。  
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